
【資料2】

I.2021年 度事業・活動報告

1、 私たちの「ビジョン」と「ミッション」と「今後 5年間のチャレンジ」

2017年 度に、下記の通り私たちの「ビジョン」、 「ミッション」、「5年間のチャ

レンジ」を明確にし、それらの方針に基づき活動を実施してきた。

<私たちの ビジ ョン>
私たちは、自発的に様々な社会的課題の解決に取り組むNPOの活動が、人々か

ら共感され、活発になる社会を目指します。

<私たちの ミッシ ョン>
1.会計税務の専門家として、NPOの信頼性の向上を目指します。

2.専門家がNPOを知る機会を提供し、専門家とNPOをつなぐ仕組みを構築

します。
3.NPOの 活動が広がる環境づくりを支援します。

<私たちの 5年間のチャレンジ>
NPOの会計や税務、認定制度などの分野で、実務において直面する未解決の課

題について調査研究を進め、結果を共有することで、NPOの信頼性の向上に寄

与します。

2017年 度以降の 5年間の主な活動実績は以下の通 りである。

【2017年 度】
・専門家向け研修会の開催 (東京)

・NPO法人会計基準の改正
。NPO法人実務ハンドブックの改訂

・障害福祉サービス事業の課税への対応

・サポー トサイ ト、認定NPO法人への道の運営

・会員向けメーリングリストの運営 (234件 )

【2018年 度】
・福祉サービスに関する法人税課税問題検討委員会の立ち上げ

(京都で 1回 目の会合)

・NPO法人会計基準の普及
・専門家向け研修会の開催 (札幌中止→京都)

・サポー トサイ ト、認、定NPO法人への道の運営

・会員向けメーリングリストの運営 〈274件 )

【2019年 度】

・福祉サービスに関する法人税課税問題検討委員会の調査研究

。NPO法人会計基準の普及

・専門家向け研修会の開催 (福岡)

・ホームページのリニューアル

・新型コロナウイルスに関する政策提言、情報発信

・会員向けメーリングリストの運営 (377件 )

【2020年 度】
・福祉サービスに関する法人税課税問題検討委員会の調査研究

(完成、報告会、NPO学会の特別賞受賞)

・NPO法人会計基準の普及 (10周年記念イベント)

・ホームページのリニューアル
.会員向けメーリングリス トの運営 (295件 )



【2021年 度】
・監事監査勉強会の開催 (9月 、 3月 )

・NPO法人会計基準の普及 (質問掲示板の投稿を冊子にする)

・T� tterを始める
・公開会員名簿の改訂
・会員向けメーリングリス トの運営 (256件の投稿)

2、 第 19期 (2021年 7月 1日 ～ 2022年 6月 30日 )の重点事業・活動

上記の方針に沿って、今期においては、「監事のネットワークの構築」、「SNSで
の情報発信」、「公開会員名簿の充実」の 3点を特に重点的に実施することとした。

重点事業・活動

1.監事のネットワークの構築

公認会計士、税理士などの会計の専門家が、NPO法人などの非営利法人の監事

になることがしばしば見受けられる。NPO法 人だけで 5万法人以上あり、その

すべてに監事がいることを考えると、かなりの会計専門家が非営利法人の監事に

就任していると思われる。しかし、監事に就任して、具体的にどのようなことを

していいのか、どのような点で貢献できるのかなど、監事に関する情報はほとん

どない。
一方で、NPO法人などの非営利法人の信頼性の向上を目指す観点から、ガバナ

ンスを高めるために、監事の役割の重要性が認識され始めている。

私たちNPO会計税務専門家ネットワークは、従来から、「NPO法人の監事の

ためのチェックリス ト」、それをバージョンアップした、「NPO法人のための

業務チェックリス ト」を開発してきた。

今期は、それを進め、 9月 の総会時には、監事のための研修会を開催し、NPO
法人等における監事の役割について、参加者と一緒に考える機会を作ることとす

る。また、監事に就任している専門家等のネットヮークを作り、継続して情報交

換する仕組みを構築する。

2.SNSで の情報発信

私たちNPO会計税務専門家ネットワークは、会員間のメーリングリストでの意

見交換を基盤としながら、NPO法人会計基準に関連する事業、新型コロナウイ

ルスに関連する会計税務についての情報発信、福祉サービスに関する法人税課税

問題の報告書の作成、NPO税務・認定相談室での質問の回答など、様々な情報

発信を行ってきたが、これらの情報発信は、主にホームページで行ってきた。

近年、情報発信は、ホームページだけでなく、ツイッターやフエイスブツクなど、

様々な媒体で行われるケースが多く、必ずしもこのような新 しいツールでの発信

を積極的に行っていなかった。

今期は、私たちの様々な活動やNPOの会計税務に関する情報を、会員外の専門

家の方々や、NPOの人たちにも知ってもらうためにも、SNSでの発信を充実

していく。

3.公開会員名簿の内容の充実

最近、事務局のメールにNPOの 方から、税理士を紹介 してほしいという問い合

わせが増えている。そのような場合には、基本的に公開会員名簿を紹介し、そこ

からNPOの 方々が直接会員にアクセスしてもらうようにお願いしている。

現在の公開会員名簿にもいくつか情報はあるが、NPOの 方々が自分たちに相応

しい専門家を選択するには、情報が不足しているように思っている。

今期は、公開会員名簿を整備 し、内容を充実させて、NPOの 方が専門家を探す

場合に、相応 しい専門家を選びやすいように改定することを考えている。



3、 第 19期 (2021年 7月 1日 ～ 2022年 6月 30日 )の事業・活動計画

事業名 事業・活動計画

1) 及啓発事業

【NPO法人会計基準協議会との協働事業】

NPO法人会計基準協議会と協力し、質問掲示板への回答などの

協力をしていく。

また、寄付の対価性に関する勉強会の開催に協力していく。

【WEBサ イ トの運営事業】

WEBサ イ トで様々な情報を発信するとともに、NPO認定・税

務相談室の回答者チームを編成 して運営していく。

【SNSでの情報発信】

ツイッター等のSNSを使って活動の発信を定期的に行ってい

く。

【公開会員名簿の充実】

ホームページ上にある公開会員名簿について、NPOの方々が自

分たちに相応しい専門家に問い合わせがしやすいようにその内

容を改定する。

【電話相談】

北海道NPOサ ポー トセンターの協力を得て、NPO会計担当者

からの無料の電話相談を継続して実施する。

【NPO法人会計力検定への協力】

NPO法 人の会計担当者のスキル向上を目指したNPO法 人会

計力検定に監修者として協力し、NPO法人の会計力向上に貢献

することを目指す。

つ

ん 調査研究事業

【監事監査等に関する調査研究】
NPOにおける監事監査の役割などに関して調査研究をしてい

くとともに、監事のネットワークづくりをしていく。

研修事業

【監事監査の研修会】

NPO法人等における監事の役割について学び、議論する研修会

を開催する。

４

● 政策提言事業

【法制度等の政策提言】

NPOの制度、会計、収益事業や寄付控除に関する税制、NPO
バンク等の市民金融や市民事業の育成に関する法制度などの制

定・改定、休眠預金活用制度の運用などについて、NPOの法制

度等改革推進会議、NPO法人会計基準協議会、全国NPOバ ン

ク連絡会などの団体と協働して、政策提言活動を行う。

また、「NPOの活動が広がる環境づくり」を支援する。



4、 上記事業方針及び事業計画に対し、今期に実施した事業内容は以下の通 りである。

なお、各事業の事業費などについては、財務諸表の注記「2.事業別損益の状況」に

記載している。

1)

①
普及啓発事業

【NPO法人会計基準協議会との協働事業】

NPO法人会計基準協議会の幹事世話団体として、協議会会員である全国の中間支

援センターなどと協働して、協議会の運営に参画した。

また、昨年に引き続き、以下のNPO法 人会計基準策定 10周年記念事業などにも

積極的に参画した。

◎NPO会 計オンラインセ ミナー

「会計基準や日常の会計処理を学ぼう NPO会 計オンラインセミナー」を以下の

通 り4回 にわたり、一般のNPO関 係者を対象に開催 し、全国から毎回 150～
200名 程度が参加 した。

当会の も講師として協力した。

なお、当日のセ ミナー資料は、以下のNPO法 人会計基準協議会のホームページ

からダウンロー ドできる。

《httpsi//www.npokaikeikijun.jp/event/Online― seminar2022/》

≪NPO会計オンラインセミナーの概要》

◎NPO会 計サポー トコミュニテイ

NPOの 経理担当者などに対して会計サポー トを行っている市民活動支援組織の

スタッフ等を対象とし、相互の情報共有を目的に、2022年 1月 21日 、 3月

25日 、6月 1日 (各回 2時間程度)に、オンラインでNPO会 計サポー トコミ

ュニティを開催 した。

毎回 20名程度が参加 し、主に以下のようなテーマで情報共有をし、当会の理事

や会員も参加 した。
・電子lI長簿保存法
・NPO法 人会計力検定で間違いの多い問題

・インボイス制度

′
４

実施 日 ァ ー マ 講師

1.導入編 2022年
1月 26日

・NPO法 人会計基準

とは
'

・財務諸表の体系

・勘定科 目
・部門管理 など

2.日 常の会

計処理

2022年
3月 4日

。会計実務の全体像
。現金管理方法

・現金出納帳 など

3.決算 2022年
3月 23日

・「財務諸表の注記」

の記載方法
・共通経費の配賦方法

など

4.よ くある

質問

2022年
4月 6日

「みんなで解決 !質

問掲示板」で頻繁に出

る質問解説



,あ まり専門的ではない会計相談に関する素朴な疑間、答えに迷った事例、よ

くある相談事例 など

◎受取寄付金の対価性に関する調査・報告
「受取寄付金の対価性に関する意識調査報告書」が完成 したことで、2021年
9月 30日 に、 「受取寄付金の対価性に関する意識調査報告書」読み合わせ会を

オンラインで開催し が講師を務めた。

なお、この意識調査報告書は、認定NPO法人、NPO法人、公益 ・一般社団法

人、公益・一般財団法人、社会福祉法人、任意団体、寄付をしたことのある市民、

会計専門家など全国の204名 から回答を得てまとめたものであり、以下のNP
O法人会計基準協議会のホームページからダウンロー ドできる。

≪(1lttps://ヽ vwW.np01く aikeikljun.3p/′ topics/klfunotaika― repOrt/〕≫

また、 が「寄付の対価性をどう考えるのか」と題した論文を作

成すると共に、2022年 6月 17日 に、オンラインで、この論文に関する学習

会を開催した。

この論文は、返礼がある場合の寄付についての取り扱いについて、NPO法 での

取り扱い、税法での取り扱い、NPO法人会計基準の取り扱いを俯腋し、NPO
法人会計基準協議会で実施した対価性のある寄付金についての意識調査や、諸外

国の返礼がある寄付金に関する取り扱いについて紹介し、返礼品のある寄付金に

ついて考察したものであり、以下のNPO法人会計基準協議会のホームページか

らダウンロー ドできる。

《https://www.npokaikeiklJun.Jp/toplcs/kifu― taika―paper/)》

◎NPO法人会計基準「みんなで解決 !質問掲示板」 10年の軌跡

NPO法人会計基準の策定後の2011年 11月 から2022年 3月 末までの 1

0年以上において、NPO法人会計基準「みんなで解決 !質問掲示板」に寄せら

れた670件 を超える質問の中から203間 を厳選し冊子とした。

この冊子の編集等に当会の理事も協力し、 2022年 4月 に完成した。

また、この冊子については、当会でも600部購入し、次年度に会員に無料配布

することで、NPO法人会計基準の普及啓発を一層図ることとする。

なお、この冊子などについては、以下のNPO法人会計基準協議会のホームペー

ジからダウンロー ドできる。

《https://、vwv.npokaikeikijun.jp/toplcs/keljiban10nen/:≫

◎NPO法人会計基準協議会質問掲示板回答専門委員の活動

NPO法人会計基準協議会では、下記のホームページ上で「みんなで解決 !質問

掲示板」というコーナーを設けてNPO関係者からの会計に関する質問に答えて

いる。
≪http://、■vv.1lpokaikeikijun.Jp/phpbb/》

この質問掲示板の回答委員には、当会の会員が多く係わっており、2021年 7

月 1日 ～ 2022年 6月 30日 までに、67件の質問が寄せられその回答に対応

した。また、これらの質問・回答が閲覧された回数は合計 37, 526件 (202
2年 7月 20日 時点)と なった。なお、複数の質問が寄せられた同一の質問事項

もそのまま掲載しているが、一部の質問については補足・修正して記載している。

2021年 7月 ～ 2022年 6月 の期間に寄せられた質問は以下の通りである。

(NPO法人会計基準に関係のない質問は除いている)

(実際に投稿されたタイ トルを一部修正している)
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●地域振興券の会計処理について

●法務局「役員登記」1角早怠による「過料」の会計処理について

●その他の事業の管理費について

●建物を改修する補助金を受けた場合の活動計算書、貸借対照表への記載方法

について

●管理諸費について

●研修の際に事業所が負担した昼食代の取り扱いについて

●引越しの手伝をしてもらった人へ支払った人件費の扱いについて

●寄付物品を職員に配布する方法について

●賃金台帳について

●仮想通貨で寄付を受け取った場合の処理について

●理事長への賞与について

●NPO法上の役員報酬について

●会費過払い分の返金時の科日について

●事業で必要な賞品の勘定科目について

●実務担当者のためのガイ ドラインのQ&A13-4(寄 付に対して返礼品を

提供する場合)について

●事業年度について

●会場費、賃借料、地代家賃について

●謝金の支払方法とその仕訳について

●チャリティーバザーの仕訳について

●代表理事、理事への謝金の支払いについて

●設立初年度の会計期間について (会計期間が 12ヵ 月間を超える場合)

●清算時の残余財産の寄付について

●財務諸表の注記について (重要な会計方針について)

●電子取引データの電子保存義務化について

●活動計算書上の管理費のその他事業への配賦について

●ホームページ作成・管理の役務を無償で受けた場合

●スマホ決済、プリペイ ドカー ド払いの仕訳について

●有形固定資産の貸借対照表及び財産目録の記載と減価償却について

●海外の工場で使用するミシンを購入した場合の仕訳について

●中古エアコンの会計処理について

●返還義務のある補助金の会計処理について

●理事への謝礼及びホームページ作成費の仕訳について

●役員報酬と労働の対価としての給与について

●概算払いと精算払いをしている途中で、期末を迎えた場合の会計処理につい

て

●助成金受取後、精算する場合の仕訳について

●助成金の返金について

●期末時の未払金・立替金の仕訳について

●事業費と管理費の割合について

●賃貸物件のリフォーム費用について

●前年度の収入の計上漏れについて

●z00mの 年間契約費用の仕訳について

●役員からの借 り入れについて

●前年度に入金になった次年度の助成金を 「前受金」

としてしまった場合の修正仕訳について

●セ ミナーや講演会の参加料は事業収益でいいのか
'

●公益法人における減価償却について

●行事保険の返戻金について
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●監事の会議参加の交通費の処理について

●役員報酬について (理事長が事務局の職員を兼務し職員としての労働の対価

を受け取った場合)

●内装工事費の資産計上と減価償却について

●財務諸表の注記の「事業別損益の状況」について

●施設利用者のおやつ等の勘定科日について

●決算承認理事会の開催時期について

●NPO法人のための業務チェックリストについて

●役員報酬の注記を省略できる場合の金額基準について

●監査報告書の記名捺印について

●銀行融資を受けた場合の支払保証料の処理について (一 括計上してよいもの

か
'或

いは借入期間で按分するのか
')

●放課後デイサービスの利用者への誕生日プレゼントの勘定科日は
'

●利用実績等により県国保連から受け取る金銭は「受取助成金」でいいのか
'

●財務諸表の注記の「固定資産の増減内訳」について (什器備品、消耗品、ソ

フトウェアも計上するのか ')
●NPO法人会計基準の導入について (定款にどの会計基準を使っているのか

を明記する必要があるのか ')
●就労継続支援B型の会計について (ク ツキー等の製菓作業で使用する消耗品

(ラ ップやクツキングシー ト等)や器具 (10万 円未満のハンドミキサーや量

り等)の勘定科目について)

なお、上記に掲載したもの以外に、NPO法人会計基準に関係のない法人運営や

税務等の相談もあり、それらの質問のうちNPOの税務や認定NPO法人制度等

に関する質問については、当法人のホームページ内の「NPO税務・認定相談室」

にて相談することを伝えて対応した。

◎NPO法 人ウエブ報告システムについて

2022年 2月 に、内閣府の事業として開発が進んでいる「NPO法 人ウエブ報告

システム」について、日本NPOセ ンターからNPO法 人会計基準協議会へこのシ

ステムのプロトタイプのレビューヘの協力依頼があったことから

にて対応 し、以下の 3つの事項を提言 した。

●財務諸表等の提出方法について

会計ソフ トとの連動を念頭に、財務諸表の標準的な形式である X3RL形 式を採

用することが望ましいと考える。また、非営利法人用のタクソノミーの準備な

どが必要となると思われるので、XBRL Japanや 会計ソフ ト業者 との協議、連携

が望まれる。

一方で、会計ソフ トを利用 していないNPO法 人をとっては、WOrd形式や Excel

形式や手書きで作成 した財務諸表等をスキャンしたPDFや画像形式のファイル

を選択 してアップロー ドできるようにすることも必要と思われる。

●所轄庁に提出され所轄庁が公表する財務諸表等のファイル形式について

各NPO法 人の会計情報が比較分析などに広く活用されるように、XMLフ ァイ

ルもァップロー ドされ、所轄庁のサイ トからダウンロー ドできるようにすべき

である。こうした会計情報の利活用のためにも、XMLではなく、X3RLの採用が

望ましい。

●財務諸表 (計算書類)の注記について

現時点のデータ作成支援ツールのExcelフ ァイルの表紙のシー トの【提出書類】

の中に「計算書類の注記」が含まれていないためXMLフ ァイルが生成されない。

「財務諸表 (計算書類)の注記」は、活動計算書、貸借対照表と一体となって

フ
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◎NPO法人会計基準協議会定時総会・拡大世話団体会の開催

2022年 6月 17日 、株式会社ノノリテ本社 (東京都江東区)にて、NPO法

人会計基準協議会の定期総会と拡大世話団体会が開催され、以下の事項について

議論された (オ ンライン会議システム「ZOom」 を活用して開催)。

●審議事項
・2021年 度活動報告案及び決算案の件

・2022年 度事業計画及び予算の件

② 【WEBサ イ トの運営事業】

◎ホームページからの情報発信

下記のホームページにて、当会の団体・活動内容を紹介すると共に、NPOの会

計・税務等に関する情報を発信した。

《ホームページアドレス :http://Mnv.npOatprO.org》

今年度のホームページのアクセス状況は下記の通りであつた。

《ホームページのアクセス数 (前年対比)》
《今年度》 《前年度》 《前年対比≫

7月 934 （
Ｚ

ワ

ー 6 34%
8月 1, 069 1, 912 56%

9月 1, 442 1, 854 92%
10月 938 1, 539 78%
11月 917 1, 226 75%
12月 839 1, 409 60%

1月 1,023 1, 653 62%
2月 1,019 2, 147 47%
3月 437 2, 097 67%
4月 1

０

ロ

０
０

，

一 1
＾
●

ｒ
０ 53%

5月 1,216 ウ

る 370 51%
6月 945 1, 758 54%
△ ヨ1‐

「

 口 |
1
，

“

Ｏ

υ 1
７
， 22,816 57%

月平均 1,076 1,901 57%

会計情報の公表を行うものであるから、「計算書類の注記」を必要書類に追加

し、生成 。提出されるようにすべきである。

なお、NPO法 人会計基準協議会から要望事項などを提出した上で、2022年 5

月 31日 に、内閣府とシステム業者 と協議会幹事世話団体とのオンライン意見交換

会を行った。

現時点での内閣府の見解 としては、今年の 12月 の運用開始を一応のゴールとして

開発を進めているが、所帽庁ごとの対応になるので、一律の運用開始にはならない

かもしれないということである。

よって、「NPO法 人ウエブ報告システム」の開発については、当会としても、今

後も引き続き注視 し、適宜、意見交換等の場に参画していく予定である。

●アクセス数は、前年度に比べて60%程度に減少している。

●一方で、ページビユー数は、前年度が年間累計 29, 243ページに対して

今年度は年間累計23, 222ページと約 20%の減少となっている。

さらに、一人当たりのページビユー数は、前年度が 1.28ペ ージに対して

今年度は 1.8ページと増加傾向にある。

０
●



●今年度の新規の訪間者と再来社の割合は、過年度とそれほど大きな変化はな

く、各月の新規者の割合は約 85%、 再来者の割合は約 15%と なっている。

●以上のことから今年度は、アクセス者数は減少傾向にあったが、アクセスし

た後のページビユー数は増加傾向にあり、一人当たりの利用情報量は増加し

ていると思われる。

◎NPO税務・認定相談室の運営

当会のホームページの「NPO税務・認定相談室」にて、「Q&A」 と

経緯」のメニューを設けて以下の相談に対応したと共に情報を共有した。

≪「NPO税務・認定相談室」のメニュー :httpS://npoqa.jp》

「報告・

「Q&A」
「NPO法人の税務」と「認定NPO法人制度」の 2つジャンルに分けて、

NPO関係者であれば誰でもいつでも無料で質問することができ、この質問

に当会の会員等が無償で対応した。

なお、「NPO法人の会計」に関する質問については、NPO法人会計基準

協議会が運営する「みんなで使おう!NPO法人会計基準」のホームページ

にて対応するようにした。

今年度に「Q&A(NPO法 人の税務)」 に投稿された質問は以下の通 りで

ある。実際に投稿 されたタイ トルを一部修正 して掲載 している)

●収益事業について (事務所内に設けた販売スペース等を利用 した物販など)

●ソフ トウェアをNPOで ダウンロー ド販売すると収益事業となるか '
●解散までに減価償却が終わらない場合の償却資産の処理について

●投資有価証券の運用益について

●事業税の損金計上について

●理事長報酬として毎月支払っているものの年末調整について

●疑似私募債を発行 した場合の税務について

●生活困窮者自立支援法による就労準備支援の課税について

●NPO法 人の収益事業について (ク ラウドファンディングの返礼としてボ

ー ドゲームの実物を提供 した場合)

●監事に支給される報酬について

●会員証の発行手数料の消費税の取り扱いについて

●福祉サービス就労支援 B型事業所と納税義務について

●個人の会員から借入をすることは可能か。

●NPO法 人設立後の寄付 口座について

●収益事業を行っていない場合の法人税について

●NPO法 人内の車両利用費について

●採算を度外視 した事業の 「収益事業」該当の判断基準について

●受取家賃の滞納処理について

●寄付金収入の課税関係について

●セ ミナー収入にかかる税について

また、今年度に「Q&A(認 定NPO法人制度)」 に投稿された質問は以下

の通りである。

●電子取引データの電子保存義務化について

「報告 .経緯」

このサイ トにて、NPO法 人の税務や認定NPO法 人制度等に関 して、所轄

庁や税務当局 とのや り取 りの中で経験 したこと、書類の作成などで苦労 した
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③

《当会の T� tter i http s'. / / iLNitLer. com/npoatPro >>

2022年 投稿数 リツイー ト数 いいね数 新規フォロワー数

1月 14 85 184 23

2月 13 44 73

3月 18 27 54

4月 10 11 23

5月 13 27 54

6月 12 11 11

合計 80 205 399 41

④ 【公開会員名簿の充実】

これまで、NPO関係から会計の専門家を紹介してほしいとの問い合わせがあつ

た際には、当会の公開会員名簿を紹介して、その中から各専門家へ連絡してもら

っていたが、その公開会員名簿の情報だけでは、専門家を選定する上では十分で

はないと思い、今年度に以下の項目を新たに追加して、会員にも個々の情報を更

新するように呼び掛けた。
・支援業務
・対応可能会計ソフ ト

・関与実績
・コメント

ことや上手くできたこと、税務署での課税の判断について納得 したことや納

得できなかったことなど、NPO関 係者が自ら体験されたことなどを投稿し

てもらい、多くのNPO関 係者間でその体験談等を共有することを目的とし

ている。

なお、今年度においては、「報告・経緯」に関する新規投稿はなかった。

【SNSでの情報発信】

今年度から会員以外の方にも広く情報を発信するため、 2021年 秋頃から

Twitterを試験的に開始し、 2022年 1月 から本格的に運用を始めた。

Twltterの 2022年 1月 から6月 までの運用状況は、以下の通りであり、7月 2

7日 時点のフオロワー数は133人になった。

以下の通 りである。

●建物と土地を市から無償譲渡された場合の決算書の記載方法について

●子 ども食堂の会場 として使 う予定の賃貸マンションの内装工事費用はどのよ

うに会計処理 したら良いか
'

●会計王での決算書の出力方法について

【電話相談】

当会のホームページの 【相談したい】というカテゴリーに、「無料電話会計相談」

のメニューを設けて、NPOの会計初心者からの電話相談に対応した。

なお、この「無料電話会計相談」は、インターネットで情報検索することなどが

苦手なNPO関係者をサポー トすることを目的に、2009年 7月 1日 以降、月

曜日の 10時から12時まで、火曜日と金曜日の 10時～ 17時までの時間帯に

おいて、NPO法人北海道NPOサ ポー トセンター (札幌)の無償協力により実

施している。

※2022年 7月 1日 からは、火曜日と木曜日の10時～ 17時に変更

今年度の相談件数は、概ね月に2～ 3件程度となっており、主な電話相談の内容は

⑤

10



その他、NPOの会計相談に関係ないものも数件あった。

なお、この無料電話会計相談は、職業会計人からの相談や個別の税務相談には対

応できないことと、税務上の判断を要するものは、税務署又は税理士に相談する

旨をホームページ上にも掲載 して対応しているが、その場で税理士などを紹介し

てほしいとの問い合ゎせがあった場合には、当会のホームページ上の公開会員名

簿 (情報公開を同意している会員に限る)を紹介するなどして対応した。

⑥ 【NPO法人会計力検定への協力】

一般社団法人NPO会計力検定協会が実施している「NPO法 人会計力検定」に

ついて、当会としても下記の実施過程において試験問題の監修作業等に協力した。

●代表者の息子への人件費は注記が必要か
'

●県からのコロナ対策の補助金は使途指定の寄付金に該当するか
'

●しばらくの間活動を休眠していたが今年度から活動を再開することになり、過

年度の決算書に計上されている資産等を0円 から再開することは可能か
'

●上部団体の資金で大会の運営をする場合の会計処理について

●代表理事が現場で仕事をしているが、この報酬は事業費の人件費でいいか
'

●認定NPO法人が物品を寄付された場合の領収書の記載方法について

●役員へ給与を支払うことは可能か'
●監事ヘアルバイ ト料として支払うことは可能か?

●セミナーの景品にアフリカの商品を渡している場合の仕訳について

●年度末に未収の会費などもすべて未収金に計上すべきか
'

● ドメイン取得料は通信費か支払手数料か
'

●経理代行を頼んでいる場合の改正電子帳簿保存法について

●会計ソフトのアップデー ト費用の勘定科目は
'

●スポーツクラブが物品販売 (例 えばTシャツなど)を した場合それは、その他

の事業になるか
'

●会計ソフトで消費税を税別表示で入力することは可能か。

●役員報酬は給与か業務委託費か
'

●NPO法人として設立した初年度の会計期間はどのように設定するのか
'

●現在未払金が400万円ほどあるが、解散する場合どのように決算書を作成す

れ ば い い か
'

●冊子を制作し販売した場合の仕訳について

●正会員の会費未納分は決算書にどのように計上すればいいのかつ

●無償ボランテイアは会計上どのように処理するのか
'

0)2021年 8月 22日

第 4回NPO法人会計力検定の「実践」レベルの試験実施において、試験問題

の監修作業に協力した。

●2022年 2月 20日

第 5回 NPO法人会計力検定の「入門」「基本」レベルの試験実施において、

試験問題の監修作業に協力した。

●NPO法 人会計力検定の実施結果

第 4回及び第 5回のNPO法 人会計力検定の実施結果は以下の通 りである。

第 4回

(2021年 8月 22日 )

第 5回

(2022年 2月 20日 )

受験者数 合格率 平均点 受験者数 合格率 平均点

実践ベーシック 21人 14% 57点

実践ア ドバンス 16人 44% 63,点

j入、  P弓 31人 48% 80点

38人 37% 65点
基 本
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⑦ 【新型コロナウイルスに関連する会計税務の情報発信】

前年度に引き続き、当会のホームページにて、新型コロナウイルスに関する情報提

供を行った。なお、今年度においては、以下の過年度に掲載した情報のみで、新た

な情報の掲載はなかった。

● 「NPO法人、一般社団法人、一般財団法人が受けられる新型コロナウイ

ルス対策のための資金調達について」

● 「新型コロナウイルス感染症に関連する要望書を内閣府と国税庁に提出し

ました」

●「新型コロナウイルスにより法人税の申告期限を延長する場合の取り扱い」

●「国税庁より新型コロナウイルスに関するFAQが出されました」

●「 【新型コロナウイルス対策の情報提供13月 決算法人の団体へ」

●「新型コロナウイルス対策下における監事の監査の留意点」

●「経理担当者が自宅でテレワークを行う場合のセキユリティの注意点」

●「非営利法人が持続化給付金を申請する場合」

【初心者向け会計税務Q&Aの掲載】

前年度に引き続き、「初心者向け会計税務Q&A」 を当法人のホームページ上の

【相談したい】のカテゴリーにて掲載し、NPO法人の会計担当者向けの会計・

税務情報を無償で提供した。

【会員向けメーリングリストの運営】

当会の会員専用のメーリングリストにて、全国各地の会計税務の専門家や中間支

援組織の担当者などが、現実に直面しているNPO関連の会計・税務の事例につ

いての情報共有及び意見交換を行い、今年度においては、66件の トピックスに

対して256件の投稿があった。

なお、このメーリングリス トの投稿内容を確認したり直接投稿するには、事前に

会員として登録する必要があり (会員になるには特別な条件等はない)、 会員限

定の非公開の情報共有サイ トとして運営している。

③

⑨

◎今年度の主なメーリングリストの投稿内容 (時系列)

(実際に投稿されたタイ トルを一部修正して掲載している)

●障害者就労継続支援B型事業所の利用者工賃について

●認定NPO法人の要件である7号基準 (法令違反)について

●遺贈寄付による税制優遇について

●寄附金収入や会費収入が収益事業の付随行為になるのはどういう場合か
'

●NPO法人の社員及び理事の総入れ替えについて

●一般社団法人 (収益事業がある非営利型)が保有する有価証券の利息等に

係る所得税額控除の適用について

●非営利型の一般社団法人が支給する役員報酬について

●電子帳簿保存法の改正に伴う電子取引のデータ保存について

●収益事業の累積欠損金に対する課税の可能性について

●月次支援金 (新型コロナウィルス関連給付金)の申請について

●NPO法人解散時の残余財産の帰属先について

●硬貨取扱手数料の負担発生の影響について

●NPOか ら社会福祉法人への移行手順について

●社会福祉事業における個別対応方式による消費税の仕入税額控除について

●介護サービスや障害福祉サービスの利用者あての請求書について

●保険金とその損害の税務処理について

●NPO法人等の会員管理ソフトについて
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●寄附金領収書の PDF作成について

●事業復活支援金 (新型コロナウィルス関連給付金)について

●税務調査で事前に元帳提出を求められた件について

●就労支援事業における生産活動部門の利益について

●収益事業における技芸教授業について

●就労支援会計における工賃変動積立金について

●非営利型の一般社団法人が理事に支払う出演料について

●収益事業廃止届出書の提出時期について

●法人で申請及び受領した後に利用者に支給する支援金の会計処理について

●非収益事業者の申告の権利について

●理事に業務委託費を支払うことについて

●点訳作業などに係る消費税について

●固定資産取得のために資金を受け入れた場合の会計処理について

●民間企業からの助成金の会計処理について

●役員の状況と議事録・定款記載事項の関係について

●NPO法人の理事会と監査の順序について

●NPO法人の職員がそのNPO法人の理事に就任することについて

●会費や寄付を受ける場合のおすすめのキャッシュレス決済について

●使途が指定された寄付金の公益法人会計基準での取扱いについて

その他、セミナー情報や事務連絡や新会員からの自己紹介等も数多くあった。

〈注 1)上記会員登録者数には、

◎会員登録者数及び投稿件数の

直近 5年間の会員登録数とメ

状況
― リングリス トの利用状況は下記の通 りである。

会費免除者 (顧問など)4名 を含むが、仮登録者

(会員登録手続中の者)は含まない。

(注 2)上記投稿累積件数には、セミナー情報や事務連絡や新会員の自己紹介や削

除済の投稿なども含む

⑩ 【会員メーリングリス トの過去の投稿メールの共有化】

2019年 9月 に、当会のメーリングリス トをFreemlか らGoogleグ ル

ープヘ移行したことに伴い、移行前のFreemlに 投稿されたメールの関覧が

できない状況になっている。そのため、これまでに蓄積された過去の投稿メール

を会員に公開して共有できるようにする予定であったが、今年度には実施できな

かった。次年度において、引き続き過去の投稿を共有できるように作業を進める

予定である。

【会員向けの郵送による資料提供】

新会員の入会時に、2013年 に作成した当会の過去 10年間のメーリングリス

トの投稿をまとめた冊子 「メーリングリス ト10年の軌跡」を同封し、NPO関

連の会計・税務 ,金融制度等に関する情報を提供した。

投稿件数会員登録者数
年度末

累計数

年間

投稿数

年度末

累計数
年間

増減数
事 業 年 度

5,0742344882017年 7月 か ら2o18年 6月 まで

5,348274481-72018年 7月 か ら2019年 6月 まで

5,725377475-62019年 7月 から2020年 6月 まで

6,0202954802020年 7月 から2021年 6月 まで
6,2762564852021年 7月 か ら2022年 6月 まで

①
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2)調査研究事業

① 【監事監査に関する調査研究】

今年度は、9月 と3月 に、監事監査勉強会を開催し、NPO法人等における監事

の役割について、参加者と一緒に考える機会を作った。また、監事に就任してい

る専門家等のネットワークを構築するため、関係者との打ち合わせを行つた。

今年度においては、具体的な組織の構築には至らなかったが、次年度においても

継続して、監事監査勉強会を開催 し、監事同士の情報共有のあり方について検討

する。

② 【福祉サービスに関する法人税課税問題に関する調査研究】

2021年 12月 8日 の理事会にて、正式に「福祉サービスに関する法人税課税

問題検討委員会」を解散することを決定した。

ただし、今後も引き続き、この問題に関する問い合わせが来た際には、可能な限

り対応すると共に、全国各地から福祉サービスに関する法人税課税の実態につい

て寄せられた情報においても、支障のない範囲内で、会員間でも情報を共有して

いく予定である。

3)出版事業

① 【業務チェックリストの提供】

業務チェックリス トを、NPO会計支援センターを通して一部有料にて提供した。

(別紙「財務諸表の注記」の「2.事業別損益の状況」の出版事業の欄を参照)

② 【NPO会計マニュアルの一部訂正】

2013年 6月 に改定したNPO会計マニュアル (NPO法人会計基準対応版)

について、その冊子の中で紹介しているホームページのリンク先が存在していな

かったり変更になっていたりすると共に、関連する法律等も変更になっていたた

め、今回「NPO会計マニュアルの冊子のご使用に当たって」と題した訂正表を

作成して配布した。

③ 【NPO法人実務ハンドブック (清文社)の寄贈】

から「NPO法人実務ハンドブック (清文社)」 を18冊

寄贈されたので、今後、希望者を募り配布する予定である。

4)研修事業

① 【監事監査の研修会の実施】

o「キーヮー ドで考える監事監査」研修会&パネルディスカッション~2021年
9月 16日 、当会の総会終了後に、「キーワー ドで考える監事監査」

研修会&パネルディスカッションを下記の通リオンラインにて実施し、 91名

が参加 した。
講師・パネ リス ト等容内

(講師 )講義
「キーヮー ドで考える監事

監査」
参加者がグループに分かれてf.tztuyV=YL'fi'>
た。

グループデイスカツション

(パネリスト)ハネルディスカッション

&
質疑応答
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終了後、オンラインでの懇親会を実施 した。

●「監事監査勉強会～スポーツ団体のガバナンスを考える～」研修会&パネルデ

ィスヵ ッシ ョン

2022年 3月 23日 に、 「監事監査勉強会～スポーツ団体のガバナンスを考

える～」を下記の通 リオンラインにて実施 し、 70名 が参加 した。

終了後、オンラインでの懇親会を実施 した。

② 【税理士会のNPO研修の実施】

税理士会等から依頼を受け、当会の役員が担当したNPO関連の講座やセミナー

等は、以下の通りである。

なお、当会の会員が税理士会等から依頼を受けたNPO関連の講座やセミナー等

もあると思われるが、ここでは詳細を把握できていないため記載を省略する。

●北海道税理士会による研修

2021年 10月 10日 に、北海道税理士会にて が「NP

O法人研修」の講師を務めた。

●東海税理士会による研修

2021年 11月 4日 に、東海税理士会の非営利法人支援専門研究会にて

がオンラインで 「法人税の収益事業課税について」をテーマに

講師を務めた。

●千葉県税理士会による研修

2021年 12月 3日 に、千葉県税理士会にて、 が「NPO

の会計と税務」をテーマに講師を務めた。

●女性税理士連盟による研修

2021年 12月 4日 に、女性税理士連盟にて、 がオンライ

ンで「非営利法人の寄付とその税務」をテーマに講師を務めた。

●東北税理士会による研修

2021年 12月 7日 に、東北税理士会にて、 が「NPO法

人と一般社団法人の税務～収益事業の判定を含めて～」をテーマに講師を務め

た。

講師 .パネリス ト等容内

(パネリス ト)グループデイスカッション

(前半)

日本スポーツアカウンテイ

ング学会 (JSAS)の ご紹介

グループディスヵッション

(後 半)
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③ 【他団体からの講師等の依頼】

当会の役員が担当したNPO関連の講座やセミナー等は、以下の通りである。

なお、当会の会員が担当したNPO関連の講座やセミナー等もあると思われるが、

ここでは詳細を把握できていないため記載を省略する。

●堺市市民活動センター「超初級会計講座」 (大阪府堺市)

2021年 7月 8日 に、堺市市民活動センター主催の「超初級会計講座」と題

したセミナーがフェニーチエ堺 (大阪府堺市)にて行われ、 が

講師を務めた。

●北海道NPOサ ポー トセンターによる「福祉サービスに関する法人税課税問題

研究報告書」意見交換会 (オンライン)

2021年 8月 5日 に、北海道NPOサポー トセンター主催の「福祉サービス

に関する法人税課税問題研究報告書」意見交換会がオンラインにて行われ

が講師を務めた。

●新潟NPOセ ンターによる「NPO会計入門」 (新潟市)

2021年 8月 24日 に、新潟NPOセ ンター主催の「NPO会計入門」と題

した研修がオンラインにて行われ、 が講師を務めた。

●生駒市による「遺贈寄付実務者セミナー」 (オンライン)

2021年 9月 17日 に、生駒市主催の「遺贈寄付実務者セミナー」と題した

研修がオンラインにて行われ、 が講師を務めた。

●北海道立市民活動促進センターによる「市民活動スタッフ養成講座 :NPOの

会計」 (オンライン)

2021年 10月 7日 に、北海道立市民活動促進センター主催の「市民活動ス

タッフ養成講座 :NPOの会計」と題した研修がオンラインにて行われ

が講師を務めた。

●くまもと未来創造基金による「NPOの運営 。会計・税務」 (オンライン)

2021年 10月 14日 に、くまもと未来創造基金主催の「NPOの運営・会

計・税務」と題した研修がオンラインにて行われ、 が講師を

務めた。

●NPO法人社の伝言板ゆるるによる「正確な会計報告を目指そう1～NPO法

人会計基準とは
'会

計ソフト選択のポイントは '～」 (オンライン)

2021年 10月 27日 に、NPO法人社の伝言板ゆるる主催の「正確な会計

報告を目指そう !～ NPO法人会計基準とは 計ソフト選択のポイントは'

～」と題した研修会がオンラインにて行われ が講師を務めた。

●人王子市市民活動センターによる「市民活動団体の会計」 (東京都八王子市)

2021年 11月 12日 に、人王子市市民活動センター主催の「市民活動団体

の会計」と題した研修が人王子市市民活動センター・クリエイ トホールにて行

われ が講師を務めた。

●北海道NPOサ ポー トセンターによる「今押さえておきたい !イ ンボイス制度

と改正電子帳簿保存法」 (オンライン)

2021年 11月 18日 に、北海道NPOサ ポ~ト センター主催の「今押さえ

ておきたい !イ ンボイス制度と改正電子帳簿保存法」と題した研修会がオンラ

インにて行われ、 が講師を務めた。

●北広島市市民環境部 市民参加・住宅施策課による「市民協働フォーラム～NP

O法人の会計実務や運営実務について～」 (北海道北広島市)

2021年 11月 24日 に、北広島市市民環境部 市民参加・住宅施策課主催の

「市民協働フォーラム～NPO法人の会計実務や運営実務について～」と題し

た研修会が芸術文化ホール (北海道北広島市)にて行われ、 が

講師を務めた。

●西条市市民活動支援センター「初めての !NPO法人会計講座」 (愛媛県西条

市&オンライン)
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2021年 12月 4日 に、西条市市民活動支援センター主催の 「初めての lN
PO法人会計講座」と題したセミナーが西条市市民活動支援センター (愛媛県

西条市)及びオンラインにて行われ、 が講師を務めた。

●公益財団法人武蔵野生涯学習振興事業団「あなたの活動をパワーアップ 1～市

民活動のための会計 。税務講座～」 (オンライン)

2021年 12月 5日 に、公益財団法人武蔵野生涯学習振興事業団主催の「ぁ

なたの活動をパワーアップ !～市民活動のための会計・税務講座～」と題した

セミナーがオンラインにて行われ が講師を務めた。

●第一東京弁護士会による「遺贈寄付の税務」 (オンライン)

2021年 12月 6日 に、第一東京弁護士会主催の「遺贈寄付の税務」と題し

た研修がオンラインにて行われ が講師を務めた。

●公益財団法人いきいき埼玉「NPO法人の会計処理のポイント」 (埼玉県さい

たま市)

2022年 1月 14日 に、公益財団法人いきいき埼玉主催の 「NPO法人の会

計処理のポイント」と題したセミナーが浦和コニュニティセンター (埼玉県さ

いたま市)にて行われ、 が講師を務めた

●公益財団法人かわさき市民活動センター 「基礎から学んで決算をのりきる !N
PO法人の会計と税務～NPO法人の日々の会計実務と決算」 (神奈川県川崎

市)

2022年 1月 29日 に、公益財団法人かわさき市民活動センター主催の「基

礎から学んで決算をのりきる !NPO法人の会計と税務～NPO法 人の日々の

会計実務と決算」と題したセミナーがかわさき市民活動センター (神奈川県川

崎市)にて行われ、 が講師を務めた。

●大阪府商工会連合会 地域貢献型企業経営サポー トセンター「市民活動団体・

NPO法人のための会計講座」 (大阪府高槻市)

2022年 2月 1日 に、大阪府商工会連合会 地域貢献型企業経営サポー トセ

ンター主催の「市民活動団体・NPO法人のための会計講座」と題したセミナ

ーが高槻市立生涯学習センター (大 阪府高槻市)にて行われ、

が講師を務めた。

●堺市市民活動センター「決算書準備講座」 (オンライン)

2022年 2月 3日 に、堺市市民活動センター主催の 「決算書準備講座」と題

したセミナーがオンラインにて行われ、 が講師を務めた。

●小平市民活動支援センターあすびあ「知って安心 !NPO会計・税務講座」 (オ

ンライン)

2022年 2月 5日 に、小平市民活動支援センターあすぴあ主催の「知って安

心 INPO会計・税務講座」と題したセミナーがオンラインにて行われ、

が講師を務めた。

●公益財団法人かわさき市民活動センター 「基礎から学んで決算をのりきる !N
PO法人の会計と税務～NPO法人の税務」 (神奈川県川崎市)

2022年 2月 5日 に、公益財団法人かわさき市民活動センター主催の「基礎

から学んで決算をのりきる INPO法人の会計と税務～NPO法人の税務」と

題したセミナーがかわさき市民活動センター (神奈川県川崎市)にて行われ、

が講師を務めた。

●札幌市市民文化局市民自治推進室市民活動促進担当課による「NPO法人の会

計力強化セミナー」 (札幌市)

2022年 2月 24日 に、札幌市市民文化局市民自治推進室市民活動促進担当

課主催の「NPO法人の会計力強化セミナー」と題した研修会がオンラインに

て行われ、 が講師を務めた。

●全国NPOバ ンク連絡会による「インボイス制度導入によるNPOセ クターヘ

の影響について」勉強会 (オンライン)
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2022年 4月 4日 に、全国NPOバ ンク連絡会主催の「インボイス制度導入

によるNPOセ クターヘの影響について」と題した勉強会がオンラインにて行

われ、 が講師を務めた。

●すぎなみ協働プラザによる「不安解消 !電子帳簿保存法の改正インボイス制度」

勉強会 (東京都杉並区)

2022年 6月 11日 に、すぎなみ協働プラザ (東京都杉並区)にて、「不安

解消 !電子帳簿保存法の改正インボイス制度」と題した勉強会が行われ

が講師を務めた。

④ 【研修情報・資料等の提供】

ホームページ、T� tter、 メーリングリスト等にて、会計税務の専門家やNPO関

係者に対して、全国各地の会計 。税務・マネジメントなどの研修会やセミナー情

報を発信し、より多くの専門家及びNPO関係者がNPO関連の会計・税務・マ

ネジメントなどの知識や情報を習得できる機会を提供した。

また、当会のホームページにて、研修会やセミナー等で利用可能な参考資料等を

無償で提供した。

⑤ 【次年度の総会時研修会の企画・準備】

2022年 9月 20日 開催予定の総会後の研修会について、非営利型の一般社団

法人の運営・会計・税務等に関する研修会をオンラインで行 うことを決定し、そ

の研修会のスヶ―ジュール調整や講師予定者との打ち合わせなどを行つた。

5)政策提言事業

① 【NPO・ 市民活動支援共有の活動についてコロナ禍への対応活動について】

2020年 4月 に、新型コロナウイルスによる社会的問題に対応する市民活動の継

続・拡大を図るために、全国のNPO支援センターの有志により「新型コロナウイ

ルス」支援組織社会連帯 (CIS)が結成され、活動を続けてきたが、2021年

9月 に、いつたん、活動を終了し、これまでの活動を踏まえて、NPO・ 支援活動

支援の担い手が、地域や立場の垣根をこえて情報交流することを通して、社会ニー

ズや共通課題に対してアクションし、市民セクターのボ トムアップを図ることを目

的としたNPO・ 市民活動支援共有ミーティング「わくわく会議」 (仮称)が開始

された。
[わ くわく会議」 (仮称)は、cISと 同様に隔月でオンライン・ミーティングを

開き、2021年 12月 から2022年 6月 までに4回開催された。この会議には、

全国のNPO支援センターの若手のスタッフの参加が多かったが、当会からは

が毎回参加した。

② 【孤独・孤立対策と休眠預金等活用法関係の活動について】

全国のNPO支援センターの経営者 (CEO)に よって開催される民間NPO支援

センター将来を展望する会 (CEO会議)では、政府・与党から重点的政策とされ

てきた孤独・孤立対策を中心とした活動がなされた。

2021年 8月 にNPO支援組織有志による「孤独・孤立対策に関する要望書」を、

孤独・孤立対策担当大臣と国会議員に提出し、「小規模であっても多様なNPOな

どと、それを支援するNPO支援センターの活用など」を要望した。この要望書に

は、当会も賛同を行った。

2022年 2月 に、「孤独・孤立関連施策について」を
か ら、「体眠預金

等活用法について」を日本民間公益活動連携機構 (JANPIA)担 当者から話題提供を

受ける第 38回 CEO会議を開催し、 が参加した。
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また、2022年 4月 に「休眠預金に関する意見交換会」、2022年 6月 に「孤

独・孤立対策関連施策に関する情報共有・意見交換会」が、NPO支援センター有

志により開催された。

このように、孤独・孤立対策と休眠預金等活用法の双方を対象とした議論が行われ

ているのは、開始後 5年 目の休眠預金等活用法の制度の見直しの議論の中に、孤

独・孤立対策が含まれようとしているためである。

③ 【NPOバ ンクなど非営利金融関係の活動について】

NPOバ ンクは貸企業法の特例である特定非営利金融法人として、金銭配当なしの

市民からの出資 (無配出資)を原資として、事業型NPOな どへの融資を行ってき

た。

当会は、その自主規制団体である全国NPOバ ンク連絡会に準会員として参加して

きた。ただ、近年、日本政策金融公庫や地域の信用金庫、信用組合などが、NPO

にも融資を行うようになってきたことに加え、加入が強制されている金融ADR

(運営 :日 本貸企業協会)の年会費の倍増などのコス トの増大が影響し、二つのN

POバンクが廃業を決定することになり、市民金融の存続が危ぶまれる事態といえ

る。
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5、 法人活動・会員状況等

1)総会
2021年 9月 16月 (木)17時 より当会事務所 (東京都江東区東陽3-8-5

日向野ビル 3階)にて、通常総会を開催し、オンライン参加も含めて 55名 の会員

が出席し、 17時 40分に以下の審議事項及び報告事項を終えて閉会した。

【審議事項】

第 1号議案 議長・議事録署名人の選任

司会より を議長に指名 し、全員異議なくこれを承認 した。

議長は、議事録署名人として を指名し、全員異議なくこれを承認 した。

【報告事項】

定款により理事会での承認事項となっている下記の事項を報告し、会員からも特に

重要な質問や意見もなく報告を終えた。

●2020年 度事業・活動報告

●2020年 度決算報告及び監査報告書

●2021年 度事業・活動計画

●2021度 活動予算

2)理事会

① 【事業・活動報告、会計報告、事業・活動計画及び活動予算の承認】

理事会決議事項である下記の事項につて、定款第 20条第 2項の規定に基づき、

電子メールによる議決をし、2021年 8月 3日 に全ての理事か全ての議案に賛

成し可決された。

●2020年 度事業・活動報告

●2020年 度決算報告 (監査報告書含む)

●2021年 度事業・活動計画

● 2021年 度活動予算

② 【10月 定例理事会】

2021年 10月 5日 に、以下の事項を議論した。

(報告事項その他)

●総会、監事勉強会のご報告

●Twitter規程について

●T� tterの今後の運用について

③ 【12月 定例理事会】

2021年 12月 8日 に、以下の事項を議論し、審議事項は全て承認された。

(審議事項)

●福祉サービスに関する法人税課税問題検討委員会の解散について

●Twitter規程の承認について

(報告事項その他)

●Twitterの運用について

●監事監査研修会第 2弾について

④ 【2月 定例理事会】

2022年 2月 1日 に、以下の事項を議論した。

(報告事項その他)

●Twltterの運用状況について

●監事監査研修会第 2弾について

●次年度の総会について
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⑤ 【4月 定例理事会】

2022年 4月 5日 に、以下の事項を議論した。

(報告事項その他)

●監事監査勉強会の振り返りと今後の方向性

●Twitterの 状況と今後の方向性

●総会について (場所、テーマをどうするか)

●その他報告・NPO法人ウエブ報告システムのレビューについて

・NPO法人会計基準協議会の冊子の購入と配布について

⑥ 【6月 定例理事会 1

2022年 6月 7日 に、以下の事項を議論した。

(報告事項その他)

● 9月 20日 開催予定の定期総会について

●次期役員の改選について

●今後の監事監査勉強会について

●Twltter等 の広報ツールの活用について

●その他・会計王NPOスタイルの機能紹介セミナーの開催について

・NPO法人ゥエブ報告システムのレビューについて

3)認定特定非営利活動法人の認定の有効期間の更新

認定特定非営利活動法人の有効期間が平成 24年 12月 5日 ～令和 4年 12月 4

日となっていることから、その認定の有効期間の満了日の6ヶ 月前を目途に有効

期間の更新の手続きをし、令和4年 6月 28日 の申請書を東京都に提出した。

4)他団体と協力関係

前年度と同様に、上記の事業報告書に記載した団体以外にも、以下の団体と相互に

協力し当会の事業・活動を実施した。

●NPOのための弁護士ネットワーク

弁護士のプロボノ組織で、当会も法務面からの協力を得た。

《http://npolawnet.COm/》

●BLP―Network
商事弁護士を中心としたプロボノ組織で、当会も法務面からの協力を得た。

《http://ww,.blp― netWOrk・ COm/1≫

●特定非営利活動法人 Accountabllity for Change

主に監査法人で働いている20代～30代の若手の公認会計士が中心に、NPO
へのプロボノを推進している組織で、NPO法人会計基準の回答委員を共に務め

て、NPO関係者からの質問に対応した。

また、今後の監事監査勉強会の開催などについても などと意見交

換を行つた。
《http://ぃvw.accOuntability4change.com/》

●特定非営利活動法人税理士による公益活動サポー トセンター

東京地方税理士会の税理士が中心に公益活動に取り組んでいる組織で、税理士に

よる公益活動等に関する情報や意見の交換等を行った。

《https://koueki― sc.Jp/》

●NPO法人日本ファンドレイジング協会

NPO等の資金調達の支援や 12月 を寄付月間とすること等を提唱している組織

で、当会も寄付月間賛同パー トナーとして、当該事業のイベント情報等をメーリ

ングリス トに投稿するなどして協力した。

《httpS://jfra.3p/》

21



●一般社団法人全国レガシーギフト協会

遺贈寄付等を推進する組織で、当会も当該事業のイベント情報等をメーリングリ

ストに投稿するなどして協力した。

≪https1//izoukifu.jp/aboutus/detai1/》

●社会福社会計税務研究会

社会福祉法人の会計・税務・監査等を研究する税理士・会計士等の任意団体であ

り、当会の会員等が多く参加しているおり、イベントや研修会等に関する広報や

人材交流等の面から協力している。

《https://sfkzkenkyukai.ヽ VOrdpreSS・ COm/aboutuS/》

5)会員の状況

2022年 6月 30日 現在の会員数 (団体登録会員、メーリングリス ト非登録者、非

公開会員、顧問等を含む)は、485名 であった。

また、会員数の詳細は下記のとおりである。

① 【都道府県別会員数】

都道府県 会員数

北海道 10

青森
，

］

岩 手
ｒ
０

官城 24

秋 田
，

¨

山形
＾
０

福島
ｑ

】

茨城
Ｏ
υ

栃木
´
０

群馬
´
Э

埼 玉 20

千葉
０

０

東京 116

神奈川 49

新潟
に
０

富山 2

都道府県 会員数

福井 υ^

石川
（
●

山梨
ら
０

長 野
ｑ

）

岐阜
０
）

静岡 4

愛知 20

二重
´
０

滋賀 4

京都 13

大阪 24

兵庫 20

奈良
，

“

和歌山

鳥取
ｎ

）

岡山
，

一

都道府県 会員数

広島
″
Э

山 口
´
Ｏ

島根

香川
一
●

愛媛
″
Э

高知

徳島
（υ

福 岡 38

佐賀
´
０

長崎
７

・

熊本
【Ｘ
〕

大分

宮崎

鹿児島
（
Ｚ

沖縄
，

´

↓
―

一〓
ロ

〈
ロ 485

② 【属性 (一部推定)】

③ 【公開・非公開 (氏名をホ―ムページ上で公開することを了承しているか否か)】

〈
ロ害1会員数性属 15%74

計公
△ 士 )む士 理 登録 含

ヨム
徊税アヽ( 計 補士

^認
71%340

税理士
2%10日日

l日」 PN ○ 関係者援支 組織中 12%61明不 )
¨
メ

=
理 者務の 経有 格者資の そ の他そ 他 ( 100%485ノヽ

ロ 計

公開・非公開 会員数
″
青 〈

口

公 開 365 75%
非公開 120 25%
合 計 485 100%
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Ⅲ.2021年 度決算報告

認定特定非営利活動法人NPO会計税務専門家ネットワーク

活動計算書
2021年 7月 1か ら2022年 6月 30日 まで

(単位 :円 )

2,886,000

461,000

30,000

15

821,645
4,174

99,208
169,300
190,000
212,661
45,120
62,000
lS 000

1 619 108

821,645
99,207
104,500
47,543
107,040
52,692
12 265

24.1 892l

1,619,108

1 244 892

3,377,015

2 864 000

0

513,015

■
■ 930 329

513,015

443D

I経常収益

1.受 取会費
正会員受取会費

2.受取寄付金

受取寄付金

3.事業収益

出版事業収益

4.そ の他収益

受取利息

経常収益計
Ⅱ経常費用

1.事業費

(1)人 件費

人件費計

(2)その他経費

業務委託費
広報活動費
ホームページ維持費

データベース管理費

諸謝金

印刷製本費

通信運搬費

諸会費

雑費

その他経費計

事業費計

2.管理費

(1)人件費

人件費計

(2)その他経費

業務委託費

ホームページ維持費

データベース管理費

印刷製本費

通信運搬費

支払手数料

雑費

その他経費計

管理費計

経常費用計

当期経常増減額

Ⅲ 経常外収益

経常外収益計
Ⅳ 経常外費用

経常外費用計

当期正味財産増減額

前期繰越正味財産額

次期繰越正味財産額

科   目
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認定特定非常利活動法人NPO会計税務専門家ネットワーク

貸借対照表
2022年 6月 30日 現在

(単位 :円 )

4,417,740

22,000

992,262

31,886

150,000

150,000

5,463,888

150,000

5,613,888

164,544

6,000

170,544

4,930,329

513,015

5,443.344

170,544

5,613,888

I資産の部

1.流動資産

現金預金

未収金

貯蔵品

前払金

流動資産合計

2.固 定資産

(1)投資その他の資産

出資金

投資その他の資産計

固定資産合計

資産合計

Ⅱ負債の部

1.流動負債

未払金

前受金

流動負債合計

2.固 定負債

固定負債合計

負債合計

Ⅲ正味財産の部

前期繰越正味財産

当期正味財産増減額

正味財産合計

負債及び正味財産合計
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認定特定非常利活動法人NPO会計税務専門家ネットワーク

財産目録
2022年 6月 30日 現在

:円 )

0

0

5,114

859

1,420,153

2,991,614

190,789

71,726

60,129

275,532

82,709

311,377

12,000

10,000

1,886

30,000

150,000

150,000

5,463,888

150,000

164,544

6,000

170,544

5,613,888

170,544

5,443,344

1資産の部

1.流動資産

現金預金

東京担当者手持現金

札幌担当者手持現金

中央労働金庫本店普通口座 (1日 座 )

ゆうちょ銀行普通 口座 (そ の 1)

ゆうちょ銀行普通 日座 (そ の 2)

ゆうちょ銀行振替 口座 (1日 座 )

未収金

2021年度会費 2名 分

2021年度寄付金 1名 分

貯蔵品

メーリングリスト冊子 210冊

法人リーフレット 945部

業務チェックリスト 498冊

福祉サーヒ'ス研究報告書 156冊

福祉サービス研究報告書(要約版)412冊
会計基準10年の軌跡 597部

前払金

次年度分ドメイン使用料

次年度分NPO法人会計基準協議会年会費

流動資産合計

2.固 定資産

(1)投資その他の資産

出資金

東京CPB出 資金

投資その他の資産計

固定資産合計

資産合計

Ⅱ負債の部

1.流動負債

未払金

事務委託費等

前受金

2022年度会費 会員1名 分

流動負債合計

2.固 定負債

固定負債合計

負債合計

正味財産

26
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書式第 18号 (法第 28条関係)

2021年度年間役員名簿 〈前事栞年度において役員であったことがある全員の氏名及び住所又は居所並

びにこれらの者についての前事業年度における報酬の有無を記載した名簿)

特定非営利活動法人 NPO会 税務専門家ネットワーク

1 確認事項 (法第 20条及び第 21条を確認の上、チェックを入れてください。)

/以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係 )

/各役員について、親族の規定に違反 していません。 (法第 21条関係 )

2 役員一覧

事 業 報 告 用

役 名
どちらかにO

(フ リガナ)

氏    名

前事業年度内の

就任期間

報酬を受けた期間

(該 当者のみに記入)

1 理 事

ワキサカ セイヤ

脇坂誠也

2021年 7月 1日

2022‐午6月 30日

年  月  日

年  月  日

2 理 事

イワナカ
｀
 キヨシケ

゛

岩永 清滋

2021年 7月 1日

2022年 6月 30日

年

年

月

月

日

曰

3 理 事

カトウ トシヤ

加藤 俊也

2021年 7月 1日

2022年 6月 30日

年 月

月

日

日年

4 理 事

タキヤ  カス
・タカ

瀧谷 和隆

2021年7月 1日

2022年6月 30日

年

年

月

月

日

日

5 理 事

オクタ
゛
 ヨシヨ

奥田よし子

2021年 7月 1日

2022`年 6月 30日

年 月

月

日

日年

6 理 事

ヤサ
ヾ
キ メイ

矢崎 芽生

2021年 7月 1日

2022年6月 30日

年

年

月

月

日

曰

7 理 事

ハ  ハ トシアキ

馬場 利明

2021年 7月 1日

2022.年・6月 30日

年

年

月

月

曰

日

8 理事
フカヤ  ユタカ

深谷 豊

2021年 7月 1日

2022年6月 30日

年  月  日

午  月  日

9 理 事
ナリタ ユカリ

成 田由加里

2021年 .7月 1日

2022`年 6月 30日

年=   月   日

年 月 日

10 理 事
イタクラ サチコ

板倉幸子

2021年 7月 1日

2022年6月 30日

年

年

月

月

日

日

11 理 事
ナカオ サユリ

中尾 さゆり

2021年 7月 1日

2022年‐6月 30日

年

年

月

月

日

日



書式第 18号 (法第28条関係 )

事 業 報 告 用

12 理 事
ハシモト トシヤ

橋本俊也

2021年 7月 1日

2022年 6月 30日

年

年

月

月

日

日

13 理 事
モチカフ トシヨ

持川 俊子

2021年 7月 1日

2022年 6月 30日

年

年

月

月

日

日

14 理 事
ンライシ

白石

キョウコ

京子

2021年7月 1日

20224年 6月 30日

年

年

月

月

日

日

15 理 事
アキオカ ヤスシ

秋岡 安

2021年 7月 1日

2022年6月 30日

年

年

月

月

日

日

16 理 事
タカハシ アツ

゛
サ

高橋 あづさ

2021`年 7月 1日

2022年 6月 30日

年

年

月

月

日

日

17 理 事
ナカヤマ  マイコ

中山麻衣子

2021年 7月 1日

2022`年 6月 30日

年

年

月

月

日

日

18 理 事
カワサキ

川崎

キヨヒロ

清廣

2021年 7月 1日

2022年 6月 30日

年

年

月

月

日

日

19 理 事
カネコ リョウタ

金子 良太

2021年 7月 1日

2022`年 6月 30日

年

年

月

月

日

日

20 理 事
コマタ

｀
 カス

゛
ヤ

駒田 和也

2021年 7月 1日

2022年 6月 30日

年

年

月

月

日

日

21 理 事
ヒロスエ マコ

弘末 員子

2021年 7月 1日

2022‐年6月 30日

年

年

月

月

日

日

22 監 事
ウエハラ ユウコ

上原 優子

2021年 7月 1日

2022年 6月 30日

年

年

月

月

日

日

23 監 事
ナカカ

゛
ワナオマサ

中川 直政

2021年 7月 1日

2022年 6月 30日

年

年

月

月

日

日

「



書式第4号 (法第 10条・第 28条関係)

社員のうち10人以上の者の名簿
2022年 6月 30日 現在

特定非営利活動法人 PO会計税務専門家ネットワーク

氏    名

1 岩水 清慈

2 脇坂 誠也

3 加藤 俊也

4 瀧谷 和隆

5 奥田よし子

6 矢崎 芽生

7 馬場 利明

8 深谷 豊

9 白石 京子

10 成田 由加里


